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新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う法人税基本通達等の改正 

1. はじめに

令和 2年 4月 13日、新型コロナウイルス感染症（以下「本感染症」）の感染拡大に伴う法人税基本通達、連結納税

基本通達、及び租税特別措置法基本通達の一部改正1が公表された。 

これは、従来から用意されている災害時の取引先等の復旧支援のための費用・損失に関する通達について、新型イ

ンフルエンザ等対策特別措置法の規定の適用を受ける新型インフルエンザ等（本感染症を含む。以下「本感染症

等」）の発生に伴う場合にも同様に取り扱われること、すなわち、その免除・支援したことによる損失の額が、基本的

に寄附金、交際費等には該当せず通常の損金になることが明らかにされたものである。 

2. 改正の内容

(1) 改正内容 

具体的には、以下の通達について、本感染症等による場合も同様に扱う旨の文言が追加され、災害による支援等に

係る取扱いと同様に取り扱うこととされた。 

 災害の場合の取引先に対する売掛債権等の免除等（法基通 9-4-6の 2、連基通 8-4-11改正）

 災害の場合の取引先に対する低利又は無利息による融資（法基通 9-4-6の 3、連基通 8-4-12改正）

 災害の場合の取引先に対する売掛債権の免除等（措通 61の 4⑴-10の 2、68 の 66(1)-11 改正）

 取引先に対する災害見舞金等（措通 61の 4⑴-10の 3、68 の 66(1)-12改正）

 下請企業の従業員等のために支出する費用（措通 61の 4⑴-18、 68 の 66(1)-21改正）

(2) 対象となる場合 

これらの通達で災害による支援等と同様に取り扱うこととされたのは、本感染症等が発生し、入国制限又は外出自粛

の要請など自己の責めに帰すことのできない事情が生じたことにより、売上の減少等に伴い資金繰りが困難となった

取引先に対する支援として、債権の免除、取引条件の変更を行った場合、又はそれらの取引先又はその従業員等に

対し見舞金等を支出した場合とされている（詳細は各通達を参照のこと）。 

(3) 取扱い 

これらの免除・支援したことによる損失の額は、寄附金、交際費等に該当しないことが明らかにされている。すなわ

ち、寄附金・交際費等以外の損失の額として、他の損金不算入等の規定に該当しなければ、基本的には損金算入さ

れる結果となる。 

3. 実務上の対応

詳細については、通達本文をご参照いただき、具体的事例を検討する必要がある。これらの通達の要件を満たし適用

対象になるどうか、その他の取扱いで損金算入できなくなることはないかどうか等を検討することになると考えられる。 

（東京事務所 大野 久子） 

本ニュースレターは 2020年 4月 13日時点の情報に基づいて執筆しています。 

1  令和 2年 4月 13日付課法 2－10ほか 2課共同 法人税基本通達等の一部改正について（法令解釈通達）（国税庁ウェブサイト） 

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2004xx/index.htm
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 
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